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参考資料－１  施設背後の津波による浸水に関する検討  

 

地震発生時の港湾護岸等の変状や地盤沈下の影響を考慮した想定浸水域において、浸水

域内に立地する施設等の資産価値や、浸水深に応じた施設等の被災内容を踏まえ、想定浸

水域内で被害が発生する場所・内容・被災度合い等について、施設の浸水及び漂流物によ

る被害を対象に、想定される被害項目や被害想定の判定基準の目安を文献により紹介する。 

 

①想定される被害項目 

浸水及び漂流物被害の検討手順、想定される被害項目を整理する。 

ａ）浸水被害 

表-1-1 想定される浸水被害項目例 

施設 浸水による直接被害 間接被害 

 車両   

港湾管理施設 

港湾関連企業 

産業施設 

事業所 

非常用電源施設 

事業所の浸水／ﾄﾗｯｸ等輸送車両・

従業員用車両の浸水／発電施設の

浸水 

荷役・集荷・運送等の業務の

停止／港湾の生産活動の停止

在来ふ頭 

ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ 

ｸﾚｰﾝ･ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ 

ﾔｰﾄﾞの蔵置ｺﾝﾃﾅ 

荷役施設 

ｸﾚｰﾝ･ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの浸水・稼働停止／

ﾔｰﾄﾞの蔵置ｺﾝﾃﾅの浸水・濡損／荷

役施設の配電盤等の電気系統の損

傷 

荷役活動の停止／水濡れした

港湾貨物の移動・処理 

水産ふ頭 

漁業事務所 

漁業市場 

水産加工場 

漁協事務所・市場の浸水／水産加

工場の浸水 

水産物取引機能の停止／水産

加工業務の停止 

ﾏﾘｰﾅ 
ｸﾗﾌﾞﾊｳｽ ｸﾗﾌﾞﾊｳｽの浸水 

ﾏﾘｰﾅ管理業務の停止 
修理工場 修理工場の浸水 

ﾌｪﾘｰ・RORO・ 

旅客船ふ頭 

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ（発券所、待合室）の浸

水／航送車両の浸水 
車両・旅客の輸送停止 

航送車両 

平面の臨港道路 臨港道路の浸水 港内での移動の困難 

各種処理施設 

下水処理施設 
下水処理・排水ﾎﾟﾝﾌﾟ・ｺﾞﾐ焼却施

設等の管理室（ｺﾝﾄﾛｰﾙﾙｰﾑ）の浸水
処理系施設の管理業務の停止排水処理施設 

ｺﾞﾐ焼却施設 

ﾚｸ施設、緑地等 

防風林・防潮林 
緑地・賑わい・交流施設等の浸水 緑地等の利用停止 

ﾗｲﾌﾗｲﾝ施設 
電力施設 各施設の管理室（ｺﾝﾄﾛｰﾙﾙｰﾑ）の浸

水 
港湾の生産活動の停止 

ｶﾞｽ施設 

水域施設 
  航路・泊地・

船溜まり 

流出した船舶・ｺﾝﾃﾅ・自動車・瓦

礫等の沈没や土砂流入による埋没

荷役・集荷・運送等の業務の

停止／港湾の生産活動の停止

大規模な洗掘 
静穏度の悪化による物流効率

化の悪化 

岸壁 

船舶や消波ﾌﾞﾛｯｸの打上げ／ｺﾝﾃ

ﾅ・瓦礫等の漂流物の散乱／岸壁の

倒壊・法線の出入り（主原因は地

震動である可能性が高いが、引き

波時の土砂の吸出しやマウンドの

洗掘も影響） 

荷役・集荷・運送等の業務の

停止／港湾の生産活動の停止

【出典】国土交通省 港湾局「（参考資料Ⅰ）津波による被害評価に関する情報」 
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ｂ）漂流物被害 

表-1-2 想定される漂流物被害項目例 

漂流物 漂流による直接被害 漂流物による間接被害 

原木・ﾁｯﾌﾟ 
荷捌地・野積上からの原木・ﾁｯ

ﾌﾟ・砂・鉱物等の流出／車両・

船舶の流出 

海側への流出 

泊地等での流出物の漂流・水没

危険物の港湾周辺海域への漂

着→船舶との衝突事故／海域

汚染 

 

陸側への流出 

岸壁・ｴﾌﾟﾛﾝ・荷捌地・野積場

への打ち上げ・漂着・散乱→荷

役・輸送の阻害／火災の発生 

船舶の入出港規制・

流出物回収による港

湾活動の停止／荷

役・保管・荷捌・運

送等の港湾活動の停

止／火災による荷

役・生産の停止 

砂・鉱物 

車両 

船舶 

ｺﾝﾃﾅ 
空ｺﾝﾃﾅの流出 

実入りｺﾝﾃﾅの流出 

漁具 漁具の漂流・流出・沈没 

桟橋 桟橋の漂流・流出・沈没 

ﾀﾝｸ 
原油・重油・ﾅﾌｻ・薬品等の流

出 

【出典】国土交通省 港湾局「（参考資料Ⅰ）津波による被害評価に関する情報」 

 

② 被害想定の判定基準 

被害想定の判断基準（浸水及び漂流被害が発生する浸水深）は、以下の方法により設定す

る。 

ａ）現地における施設の確認による設定 

想定浸水域に立地する施設について、被災するきっかけとなる高さ（電源施設の位置、コ

ントロールルームの階層、蔵置貨物の保管場所の高さ等）を現地確認して設定する。 

 

ｂ）既往文献等による設定 

既往文献等に示される浸水及び漂流被害が発生する浸水深により設定する。 

港湾護岸等の背後施設や蔵置貨物の浸水及び漂流被害が発生する浸水深の目安として、

「防波堤の耐津波設計ガイドライン」（H25 年 9 月 国土交通省港湾局）における「参考資料

Ⅰ 津波による被害評価に関する情報」を紹介する。 

参照 URL：http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_tk5_000018.html 
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表-1-3(1) 津波による浸水施設被害評価に関する情報 

施設 
浸水による直

接被害 
間接被害

被災目安（浸水） 

港湾管

理施設 

 

港湾関

連企業 

 

産業施

設 

事業所 

 

非常用

電源施

設 

事業所の浸水

／ﾄﾗｯｸ等輸送

車両・従業員

用車両の浸水

／発電施設の

浸水 

荷役・集

荷・運送等

の業務の

停止／港

湾の生産

活動の停

止 

○鉄筋コンクリートビルは浸水深5mまで持ちこたえ，17mで全面破

壊 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄﾋﾞﾙは浸水深5mまでは持ちこたえる 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の大破：浸水深（m）7.0 以上、流速（m/s）9.1 以

上、抗力（Kn/m）332-603以上 

○ｺﾝｸﾘｰﾄ・ﾌﾞﾛｯｸ造の大破：浸水深（m）7.0、流速（m/s）9.1、抗

力（Kn/m）332-603 

○木造の大破：浸水深（m）2.0、流速（m/s）4.9、抗力（Kn/m）27.4-49.0

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造建物は浸水深4.24mで損傷限界、１階外壁は1.07m

で安全を失う。 

○鉄骨造建物は浸水深1.11mで損傷限界 

○浸水深2m前後で建物被災状況に大きな差があり、浸水深2m以下

の場合には建物が全壊となる場合には大幅に低下する。 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造及び鉄骨造の建物は、その建物が再使用困難な破損

が生じる割合が低い。 

車両 

○普通車･ﾄﾗｯｸ：過去の被災例や実験等では、水没初期に自動車が

浮く状況や水没の進行に伴い車内への浸水が生じることが報告

されている。 

在来ふ

頭 

ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐ

ﾅﾙ 

ｸﾚｰﾝ･ﾌ

ｫｰｸﾘﾌﾄ 

 

ﾔｰﾄﾞの

蔵置ｺﾝ

ﾃﾅ 

 

荷役施

設 

ｸﾚｰﾝ･ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ

の浸水・稼働

停止／ﾔｰﾄﾞの

蔵置ｺﾝﾃﾅの浸

水・濡損／荷

役施設の配電

盤等の電気系

統の損傷 

荷役活動

の停止／

水濡れし

た港湾貨

物 の 移

動・処理 

○浸水深2m未満で浸水被害率0.5（半壊）、浸水深2m以上で浸水

被害率1.0（全壊） 

ｺﾝﾃﾅｸﾚｰﾝ 

○[走行部]：走行モーター、減速機、ﾚｰﾙｸﾗﾝﾌﾟへの浸水により、洗

浄、分解点検、破損部品の交換等が必要となる。 

○[構造体]：ｺﾝﾃﾅの漂流により、脚・ｼﾙﾋﾞｰﾑ・給電ｹｰﾌﾞﾙ等が破損

○[電気設備]：ｴﾝｼﾞﾝ部への海水の侵入により、ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙが必要と

なる。 

ｱﾝﾛｰﾀﾞｰ 

○[走行部]：走行モーター、減速機、ﾚｰﾙｸﾗﾝﾌﾟへの浸水により、洗

浄、分解点検、破損部品の交換等が必要となる。 

○[構造体]：船舶の衝突により海中へ落下または破損（水位上昇3m

以上で500～1万ｔ、水位上昇4ｍで1万ｔ以上の船舶が流出）す

る。 

○[電気設備]：ｴﾝｼﾞﾝ部への海水の侵入により、ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙが必要と

なる。 

○例：相馬港のｱﾝﾛｰﾀﾞｰは、稼働中に地震発生し、それに続く津波

警報によって稼働状態のまま、ｱﾝﾛｰﾀﾞｰのｵﾍﾟﾚｰﾀが避難。続いて、

同じく津波から退避するために船が離岸、移動開始。ｱﾝﾛｰﾀﾞｰの

先端部分が船倉に入られた状態で、船に引かれることになったた

め、ｱｰﾑ先端に曲げ力（ﾓｰﾒﾝﾄ）が発生。この力でｱｰﾑが折れる（座

屈）。さらに船が移動し、ｱﾝﾛｰﾀﾞｰ先端（大部分）が切断する（引

きちぎられる）。ｱﾝﾛｰﾀﾞｰ先端部を喪失したことによって、ｶｳﾝﾀｳ

ｪｲﾄとの平衡が崩れる。ｱﾝﾛｰﾀﾞｰの揺脚が折れ曲がり後方（ｶｳﾝﾀｳｪ

ｲﾄ側）へ転倒。その際にｺﾝﾍﾞﾔも巻込み損傷。 

○仙台塩釜港の例、浸水は3m弱。ただし、走行部が0.6m程度の浸

水でｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ等が必要 

【出典】国土交通省 港湾局「（参考資料Ⅰ）津波による被害評価に関する情報」
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表-1-3(2) 津波による浸水施設被害評価に関する情報 

施設 
浸水による直接

被害 
間接被害 被災目安（浸水） 

水産ふ

頭 

漁業事務

所 

 

漁業市場 

 

水産加工

場 

漁協事務所・市場

の浸水／水産加

工場の浸水 

水産物取

引機能の

停止／水

産加工業

務の停止 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄﾋﾞﾙは浸水深5mまでは持ちこたえる 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の大破：浸水深（m）7.0以上、流速（m/s）9.1

以上、抗力（Kn/m）332-603以上 

○ｺﾝｸﾘｰﾄ・ﾌﾞﾛｯｸ造の大破：浸水深（m）7.0、流速（m/s）9.1、

抗力（Kn/m）332-603 

○木造の大破：浸水深（m）2.0、流速（m/s）4.9、抗力（Kn/m）

27.4-49.0 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造建物は浸水深 4.24m で損傷限界、１階外壁は

1.07mで安全を失う 

○鉄骨造建物は浸水深1.11mで損傷限界 

○浸水深 2m 前後で建物被災状況に大きな差があり、津波高 2m

以下の場合には建物が全壊となる場合には大幅に低下する。

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造及び鉄骨造の建物は、その建物が再使用困難な

破損が生じる割合が低い 

ﾏﾘｰﾅ 

ｸﾗﾌﾞﾊｳｽ ｸﾗﾌﾞﾊｳｽの浸水 ﾏﾘｰﾅ管理

業務の停

止 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄﾋﾞﾙは浸水深5mまでは持ちこたえる 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の大破：浸水深（m）7.0以上、流速（m/s）9.1

以上、抗力（Kn/m）332-603以上 

○ｺﾝｸﾘｰﾄ・ﾌﾞﾛｯｸ造の大破：浸水深（m）7.0、流速（m/s）9.1、

抗力（Kn/m）332-603 

○木造の大破：浸水深（m）2.0、流速（m/s）4.9、抗力（Kn/m）

27.4-49.0 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造建物は浸水深 4.24m で損傷限界、１階外壁は

1.07mで安全を失う 

○鉄骨造建物は浸水深1.11mで損傷限界 

○浸水深 2m 前後で建物被災状況に大きな差があり、浸水深 2m

以下の場合には建物が全壊となる場合には大幅に低下する。

修理工場 修理工場の浸水 
○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造及び鉄骨造の建物は、その建物が再使用困難な

破損が生じる割合が低い 

ﾌｪﾘｰ・

RORO・旅

客船ふ

頭 

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ（発券

所、待合室）の浸

水／航送車両の

浸水 

車両・旅客

の輸送停

止 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄﾋﾞﾙは浸水深5mまでは持ちこたえる 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造の大破：浸水深（m）7.0以上、流速（m/s）9.1

以上、抗力（Kn/m）332-603以上 

○ｺﾝｸﾘｰﾄ・ﾌﾞﾛｯｸ造の大破：浸水深（m）7.0、流速（m/s）9.1、

抗力（Kn/m）332-603 

○木造の大破：浸水深（m）2.0、流速（m/s）4.9、抗力（Kn/m）

27.4-49.0 

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造建物は浸水深 4.24m で損傷限界、１階外壁は

1.07mで安全を失う 

○鉄骨造建物は浸水深1.11mで損傷限界 

○浸水深 2m 前後で建物被災状況に大きな差があり、浸水深 2m

以下の場合には建物が全壊となる場合には大幅に低下する。

○鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造及び鉄骨造の建物は、その建物が再使用困難な

破損が生じる割合が低い 

航送車両 

○普通車･ﾄﾗｯｸ：過去の被災例や実験等では、水没初期に自動車

が浮く状況や水没の進行に伴い車内への浸水が生じることが

報告されている。 

平面の臨港道路 臨港道路の浸水 

港内での

移動の困

難 

○津波漂流物が堆積、照明塔の倒壊 

○例：仙台塩釜港仙台港区は災害廃棄物による臨港道路の閉塞

【出典】国土交通省 港湾局「（参考資料Ⅰ）津波による被害評価に関する情報」
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表-1-3(3) 津波による浸水施設被害評価に関する情報 

施設 
浸水による直接被

害 
間接被害 被災目安（浸水） 

各種処

理施設 

下水処

理施設 下水処理・排水ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ・ｺﾞﾐ焼却施設等

の管理室（ｺﾝﾄﾛｰﾙﾙ

ｰﾑ）の浸水 

処理系施設

の管理業務

の停止 

○例：南蒲生浄化ｾﾝﾀｰはGL＋4.0mの浸水被害が発生し、ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ構造物等の破損・屋外設備等の流出、機械電気設備の浸

水被害・処理機能の停止（長期稼働停止）、瓦礫や土砂の堆

積・船舶等が流出し構造物を破壊 

○下水道施設は、建物の破壊や冠水など極めて甚大な被害を

受け、場内の地下部分には塩水が滞留し、電気設備などの

水没した状態が長期間続いた。 

排水処

理施設 

○排水路が瓦礫により閉塞 

○堤防の流出により、河川水や海水が逆流・侵入 

ｺﾞﾐ焼却

施設 

○例：石巻広域ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰは津波による浸水で、装置、電気設

備の損傷。非常用発電機室が防塵室で浸水を免れた 

ﾚｸ施設 

 

緑地等 

 

防風林・防潮林 

緑地・賑わい・交

流施設等の浸水 

緑地等の利

用停止 

○樹木の直径が10㎝以下では津波浸水深4.65m以上で折損 

○直径10㎝以下では浸水深4m以上では倒伏。折損 

○直径30～40㎝あっても浸水深が8m以上になると折損 

○浸水深4mでは部分的被害が発生するものの漂流被害を阻止

するが、浸水深8mでは全面的被害が発生する上に漂流物と

して被害を拡大させる。 

ﾗｲﾌﾗｲﾝ

施設 

電力施

設 

 
港湾の生産

活動の停止 

 

ｶﾞｽ施設 

○浸水深3m以上でﾀﾝｸの倒壊・転倒が発生 

○浸水深1m未満でもﾘｽｸが大きい事象の発生 

○浸水深 3m 以上の事業所は高圧ｶﾞｽ設備（定置式）の流出が

発生 

○浸水深1m以上の事業所で高圧ｶﾞｽ容器の流出が発生 

水域施

設 

航路・泊

地・船溜

まり 

 

荷役・集荷・

運送等の業

務の停止／

港湾の生産

活動の停止  

大規模な洗掘 

静穏度の悪

化による物

流効率化の

悪化 

岸壁 

船舶や消波ﾌﾞﾛｯｸ

の打上げ／ｺﾝﾃﾅ・

瓦礫等の漂流物の

散乱／岸壁の倒

壊・法線の出入り

（主原因は地震動

である可能性が高

いが、引き波時の

土砂の吸出しやマ

ウンドの洗掘も影

響） 

荷役・集荷・

運送等の業

務の停止／

港湾の生産

活動の停止 

 

【出典】国土交通省 港湾局「（参考資料Ⅰ）津波による被害評価に関する情報」
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表-1-4 津波による漂流物被害評価に関する情報 

漂流物 
漂流による直接

被害 
漂流物による間接被害 被災目安（流出） 

原木・ﾁｯﾌﾟ 

荷捌地・野積上

からの原木・ﾁｯ

ﾌﾟ・砂・鉱物等

の流出／車両・

船舶の流出 

海側への流出 

泊地等での流出物

の漂流・水没危険

物の港湾周辺海域

への漂着→船舶と

の衝突事故／海域

汚染 

 

 

陸側への流出 

岸壁・ｴﾌﾟﾛﾝ・荷捌

地・野積場への打

ち上げ・漂着・散

乱→荷役・輸送の

阻害／火災の発生

船舶の入出港規

制・流出物回収に

よる港湾活動の停

止／荷役・保管・

荷捌・運送等の港

湾活動の停止／火

災による荷役・生

産の停止 

○流出開始：h≧木材の高さ 

○浸水深0m超で流出被害率1.0 

砂・鉱物 ○浸水深0m超で流出被害率1.0 

車両 

○普通車･ﾄﾗｯｸ：流出開始h≧浸水深0.5m

以上 

○ﾄﾚｰﾗｰ･ｼｬｰｼ：流出開始≧浸水深 1.43m

以上補１） 

○ﾀﾝｸﾛｰﾘｰ：浸水深2m以上で流出 

船舶 

○漁船は津波高 2m で被害発生，津波高

4mで被害率50％，津波高8mで被害率

100％ 

○500GT未満：水位上昇2m以上あるいは

流速4.0m/s以上 

○500～1万GT未満：水位上昇3m以上あ

るいは流速3.5m/s以上 

○1 万 GT 以上：水位上昇 4m 以上あるい

は流速3.0m/s以上 

○4m/s を超える場合に船舶の係留索破

断が始まるものとして、総トン数に応

じて流速が4～8m/s で船舶が流出する

ものとする 

ｺﾝﾃﾅ 

空ｺﾝﾃﾅの流出 

実入りｺﾝﾃﾅの流

出 

○空ｺﾝﾃﾅ：流出開始h≧0.20m 

○実入りｺﾝﾃﾅ（国内）：流出開始≧0.50m

○実入りｺﾝﾃﾅ（国際）：流出開始≧1.50m

○空ｺﾝﾃﾅ：流出開始h≧0.43m 

○実入りｺﾝﾃﾅ（国内）：流出開始≧0.62m

○実入りｺﾝﾃﾅ（国際）：流出開始≧1.20m

○空ｺﾝﾃﾅ：浸水深 0.8m 超で流出被害率

1.0（全損） 

漁具 
漁具の漂流・流

出・沈没 

○養殖棚：流速が1.0m/s以上で被害が発

生 

○養殖筏：津波高1.0m/s以上で被害発生

桟橋 
桟橋の漂流・流

出・沈没 

○浮桟橋は水位と同調するため、杭から

抜けなければ、渓流艇・桟橋ともに損

傷は小さい。 

○水位と同調しない係留方式（係留環・

ｱﾝｶｰ等）は、津波の高さ・流れに負け

る可能性がある。 

ﾀﾝｸ 
原油・重油・ﾅﾌ

ｻ・薬品等の流出 

○浸水深3m 未満の津波の場合、ﾀﾝｸ本体

及び付属配管への被害は発生していな

い 

【出典】国土交通省 港湾局「（参考資料Ⅰ）津波による被害評価に関する情報」
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参考資料－２ 東日本大震災の被災状況整理  

 

 東日本大震災で確認された被災状況を整理した。対象とした港湾は被災が大きく生じている相馬

港、小名浜港、茨城港の 3 港（地震と津波による被害）とした。被災状況は港湾空港技術研究所資

料 No.1231 により確認された状況を整理したものである。 

 被災報告を確認すると次頁以降に示す通りとなる。この結果、施設の水平変形量、背後地の沈下

量は施設ごとに異なるが、構造形式の如何に問わず、過去の地震のみによる被災事例と比較して、

被災を受けている箇所は施設の隅角部が顕著であることが確認された。 

 

 

表-2-1(1) 東日本大震災の被災状況 

 
【出典】港湾空港技術研究所資料 No.1231  

2011 年東日本大震災による港湾・海岸・空港の地震・津波被害に関する調査速報

福島県 小名浜港 5 号ふ頭 ケーソン式岸壁 (-12m)

・岸壁法線のはらみだし量は最大で

50cm 程度

・ケーソン目地部でアンローダーレー

ルが変形

茨城県 茨城港 
日立港区

第1埠頭
岸壁 (-7.5m)：重力式 
( ケーソン式 ) 

・法線は概ね直線性を保っているが、

概ね 100cm 程度はらみだし

・先端護岸との隅角部の異形ケーソン

が流失し、背後の裏埋土が大規模に 
流失

福島県 小名浜港 6号ふ頭 ケーソン式岸壁 (-14m)

・岸壁法線のはらみだし量は最大で

60cm 程度

・アンローダー陸側レール背後で 50cm

程度の段差

・先端護岸 (直立消波ブロック)との隅角

部で護岸が 2m 程度海側へ移動 
・護岸ブロック目地に30cm 程度の開き

重力式 

アンローダーレールの変状 

隅角部ケーソンの流失状況 

先端護岸の変状 

参考資料－２ 

構造形式 県名 港湾名 施設 施設名 被災状況 被災写真
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表-2-1(2) 東日本大震災の被災状況 

 

【出典】港湾空港技術研究所資料 No.1231  

2011 年東日本大震災による港湾・海岸・空港の地震・津波被害に関する調査速報

重力式 茨城県 茨城港 
大洗港区 

第3埠頭 岸壁 (-8m) 西：重力式 
(直立消波式 ) 

・法線は若干のはらみだし

・背後に10cm ～20cm程度の段差が発生

・先端護岸との隅角部に 30cm 程度の 
陥没が生じている

福島県 相馬港 1 号ふ頭 鋼矢板式岸壁 
(-5.5m)1-1,1-2 

・1-1,1-2の隅角部で矢板継手が破損し

開口

・裏込砂が隅角部の亀裂から流失 
・エプロン舗装版に亀裂、沈下 

福島県 相馬港 1号ふ頭 鋼矢板式岸壁 
(-7.5m)1-3 ～ 1-6

・矢板継手部が破損し開口

・タイ材の破断 
・1-5,1-6 の隅角部において矢板継手の 
破損、裏埋土の流出 

福島県 相馬港 2号ふ頭 鋼矢板式岸壁 
(-7.5m)2-2 ～ 2-3 

・矢板継手部に開口部が認められ、裏

埋土が流出

・タイロッドが破断 

矢板式 

隅角部の陥没状況 

1-1,1-2 の境界隅角部 

タイ材の破断 

矢板継手部で開口・裏埋土が流出

構造形式 県名 港湾名 施設 施設名 被災状況 被災写真



－ 9 － 

参考資料－３ 老朽化の点検・調査 

 

1 構造物の点検 

(1)目視調査 

①目視調査は、客観性を確保し、かつ重要な変状を見落とすことのないよう適切に実施

する。 

②目視調査は、陸上および海水面上の調査と海水面下の調査に分けられる。 

③目視調査の結果は、対象とする構造物の今後の点検診断計画を念頭におきながら、適

切に記録し保存する。 

 

(2)変位測定 

①構造物の変位測定にあたっては、対象とする構造物の変状や求められる測定精度など

に応じ、適切な手法を選定する。 

②変位測定の結果は、対象とする構造物の今後の点検診断計画を念頭におきながら、適

切に記録し保存する。 

 

(3)測深 

①水深の測定にあたっては、対象とする施設および求められる測定精度などに応じ、適

切な方法を選定する。 

②水深の測定結果は、対象とする施設の今後の点検診断計画を念頭におきながら、適切

に記録し保存する。 

 

(4)空洞調査 

①空洞の発生が確認される、あるいは空洞の発生が予測される部位に対しては、適切な

手法を選定して、空洞調査を実施する。 

②空洞調査の結果は、対象とする構造物の今後の点検診断計画を念頭におきながら、適

切に記録し保存する。 

 

2 鋼材および防食工の点検（杭式等） 

(1)電気防食工の点検・調査 

①電気防食工の点検・調査は、防食効果を確認するために、適切に実施しなければなら

ない。 

②流電陽極方式の点検・調査は、一般に次の項目について行う。 

・電位 

・陽極の取付状況および陽極の消耗量など 

③②に加えて、防食効果の経年変化の傾向を把握することを目的とした点検・調査を必

要に応じて実施する。 

 

参考資料―３ 
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(2)被覆防食工の点検・調査 

①被覆防食工の点検・調査は、防食効果を確認するために、適切に実施しなければなら

ない。 

②被覆防食工の点検・調査は、目視調査を主体とし、有害な変状が発見された場合には、

その詳細を把握するための調査を実施しなければならない。 

③被覆防食工の点検・調査は、被覆材の種類に応じて適切に実施されなければならない。 

 

(3)肉厚測定 

①肉厚測定は、防食工が施されていない場合、あるいは防食工が十分な機能を有してい

ない場合に、鋼材自体が健全であるかどうかを確認するために実施する。 

②肉厚測定には、超音波厚み計を用いることを標準とする。 

③調査地点は、防食工の点検・調査の結果および鋼材に対する目視調査の結果に基づい

て、肉厚の減少が著しいと推定される箇所を重点的に選定する。 

④測定箇所は、防食工が保有している機能や鋼材の腐食状態とともに、部材の発生応力

の分布状況などを考慮して選定する。 

⑤肉厚測定点は、防食工の劣化状況および鋼材の形状を考慮して選定する。 

⑥局部腐食が発見された場合、局部腐食測定を実施する。 

 

 

3 コンクリート構造物の点検（重力式等） 

(1)コンクリートの強度 

①コンクリートの強度に対する点検・調査は、適切な方法により行わなければならない。 

 

(2)ひび割れ・剥離・内部空隙 

①コンクリートのひび割れ・剥離・内部空隙に対する点検・調査は、対象とする変状お

よび必要とする情報とその精度に応じて適切な方法により行わなければならない。 

②コンクリートのひび割れ・剥離・内部空隙に対する点検・調査の基本は、目視による

コンクリート表面の目視観察である。 

③目視調査などの結果必要と判断された場合、把握すべき変状および必要とされる点

検・調査精度に応じて、機器などを用いた点検・調査を行う。 

 

(3)コンクリート中の塩化物イオン濃度および塩化物イオンの見かけの拡散係数  

①コンクリート中の塩化物イオン濃度の点検・調査は、適切な方法により行わなければ

ならない。 

②コンクリート中の塩化物イオン濃度の点検・調査結果から、コンクリート中の塩化物

イオン濃度の見かけの拡散係数を求める場合には、適切な方法によるものとする。 
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(4)鉄筋腐食  

①コンクリート中の鉄筋の腐食に対する点検・調査は、必要とする情報とその精度に応

じて適切な方法により行わなければならない。 

 

(5)中性化  

①コンクリートの中性化深さに対する点検・調査は、対象とする変状および必要とする

情報とその精度に応じて適切な方法により行わなければならない。 

 

(6)凍害  

①コンクリートの凍害に対する点検・調査は、対象とする変状および必要とされる情報

とその精度に応じて適切な方法により行わなければならない。 

 

(7)ＡＳＲ（アルカリシリカ反応）  

①ＡＳＲに対する点検・調査は、対象とする変状および必要とされる情報とその精度に

応じて適切な方法により行わなければならない。 

 

 

 

4 検討対象施設の老朽化の想定 

係留施設に発生した変状（点検診断結果）が施設の性能に及ぼす影響の評価の分類

を 表-3-1に示す。なお、本表で示す項目の類別は次の通りである。 

Ⅰ類：部材の性能が著しく低下している状態が１カ所から数カ所（数個）でもあると、

施設の安全性に影響を及ぼす部位および変状。 

Ⅱ類：部材の性能が著しく低下している状態が数多くあると、施設の安全性に影響を

及ぼす部位および変状。 

Ⅲ類：施設の安全性に直接的には影響を及ぼさない部位および変状。 
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表-3-1 係留施設に対する点検項目の分類の目安 
項目の種別 

対象施設 
Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 

係留施設 

（重力式） 

○【岸壁法線】凹凸,出入り 

◎【エプロン】吸出し,空洞化,沈下,陥

没 

◎【本体工】コンクリートの劣化,損傷,

ケーソンの空洞化 

●【海底地盤】洗堀,土砂の堆積 

○【エプロン】コンクリート・アス

ファルト舗装などの劣化,損傷 

○【上部工】コンクリートの劣化 
左記以外

係留施設 

(矢板式) 

○【岸壁法線】凹凸,出入り 

◎【エプロン】吸出し,空洞化,沈下,陥

没 

◎【鋼矢板等】鋼材の腐食,亀裂, 損傷

●【海底地盤】洗掘,土砂の堆積 

○【エプロン】コンクリート・アス

ファルト舗装などの劣化,損傷 

○【上部工】コンクリートの劣化,

損傷 

◎【鋼矢板等】被覆防食工 

◎【鋼矢板等】電気防食工 

左記以外

係留施設 

(桟橋) 

○【岸壁法線】凹凸,出入り 

◎【エプロン】吸出し,空洞化,沈下,陥

没 

○【上部工(下面)】コンクリートの劣

化,損傷(PC) 

◎【鋼管杭等】鋼材の腐食,亀裂,損傷 

◎【土留部】 

○【エプロン】コンクリート・アス

ファルト舗装などの劣化,損傷 

○【上部工(上・側面)】コンクリー

トの劣化,損傷 

○【上部工(下面)】コンクリートの

劣化,損傷(RC) 

◎【鋼管杭等】被覆防食工 

◎【鋼管杭等】電気防食工 

○【渡版】移動,損傷 

左記以外

係留施設 

(浮桟橋) 

○【ポンツーン(内部)】本体の亀裂,損

傷 

◎【ポンツーン(外部)】鋼材の腐食,亀

裂,損傷,コンクリートの劣化,損傷 

◎【係留杭等】磨耗,塗装,腐食 

○【連絡橋・渡版】安定性,損傷,腐食 

○【エプロン】コンクリート及びア

スファルトの劣化,損傷 

◎【ポンツーン(外部〉】被覆防食工 

◎【ポンツーン(外部〉】電気防食工 
左記以外

凡例:○一般定期点検診断における点検項目のうち,詳細定期点検診断において,目視検査による一般定期点検診断結果の

定量性向上のために詳細調査を行い,その結果を踏まえて,必要に応じて一般定期点検診断結果を見直す点検項目。 

●詳細定期点検診断における点検項目で,潜水調査または詳細調査の結果より判定を行う点検項目。 

◎一般定期点検診断および詳細定期点検診断の双方で点検を行う項目であり,評価の際には,厳しい判定となった方

の結果を採用し,1個の点検診断結果として取り扱う。 

       【出典】港湾の施設の維持管理技術マニュアル，平成19年 10月 

 

 

5 施設補修等の検討 

老朽化により施設の機能が低下している場合には、施設補修等を検討する。 
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参考資料－４ 想定される地震・津波被害に応じた緊急対応対策に関する事項  

 

港湾護岸等の地震による沈下や、津波による浸水・漂流被害が発生した際には、まず施設点

検や応急復旧、緊急物資受け入れ等の緊急対応を行う必要がある。発災後に速やかな緊急対応

を実施可能とするためには、事前に、想定される地震・津波被害に応じた緊急対応策について

検討し、発災時のオペレーションを周知・訓練しておくことが重要である。 

 

（緊急対応策に関する事項の整理） 

発災時の限られた人的・物的資源のなかで効率的かつ迅速な緊急対応を行うために、想定

される被害やシナリオを考慮した緊急対応策を整理しておく必要がある。 

想定浸水域内の被害を事前に防止するもしくは軽減するハード・ソフト対策や事後の対策と

しての応急復旧を検討するための被災状況別対策例を整理した。 

 

表-4-1 管理者属性に応じた対策例一覧表 

 事前対策 事後対策 

 ハード対策 ソフト対策 ハード対策 ソフト対策 

公
共 

 公共護岸・岸壁の耐

震化（鋼材補強、地

盤改良等） 

 液状化対策 

 防潮堤の設置 

 老朽化した構造物

の補修等 

 漂流物対策 

（津波バリアの設

置等） 

 避難施設の整備・確

保（避難タワー、避

難施設指定等） 

 

 緊急対応に係る行動

指針の作成・周知 

 防災訓練、防災教育

等による意識啓発

（情報伝達訓練、退

避訓練等） 

 船舶や港湾就労者、

来訪者等への避難に

係る情報提供システ

ムの強化・多重化

（ GPS 波 浪 計 や

J-ALERTとの連動等）

 避難ルート指定・強

化 

 公共荷役機械、護岸・

岸壁・エプロン・上屋

の応急復旧 

 水域の応急復旧（航

路・泊地啓開） 

 臨港道路の応急復旧 

 電気設備の応急復旧 

 施設の点検・被災状

況把握 

 情報伝達手段の確保

 被災情報の伝達 

 応急復旧手順・方法

の検討 

 港湾労働者・来訪者

の孤立者避難支援 

民
間 

 民有護岸・岸壁の

耐震化（鋼材補強、

地盤改良等） 

 液状化対策 

 老朽化した構造物

の補修等 

 漂流物対策 

 避難施設の整備・確

保（避難タワー、避

難施設指定等） 

 緊急対応に係る行動

指針の作成・周知 

 防災訓練、防災教育

等による意識啓発

（情報伝達訓練、退

避訓練等） 

 避難ルート指定・強

化 

 民有荷役機械、岸壁・

エプロン・上屋の応急

復旧 

 電気設備の応急復旧 

 施設の点検・被災状

況把握 

 情報伝達手段の確保

 応急復旧手順・方法

の検討 

 就業者の孤立者避難

支援 

【中国地方整備局作成】 

参考資料－４ 
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1 事前対策 

地震・津波による直接的な施設被害を防止・軽減するために、事前に実施すべき防護施設整

備や既存施設の耐震化等のハード対策に関する事項を整理する。 

また地震・津波による被害がハード対策のみでは防護できない場合を想定して、事前に実施

すべき避難や情報伝達等の緊急対応に係る防災訓練等のソフト対策に関する事項を整理する。 

 

(1)ハード対策 

①護岸・岸壁の耐震化（鋼材補強、地盤改良等） 

護岸・岸壁の耐震化は、改良方法、費用、整備期間、制約条件等を勘案して工法を

選定する必要がある。 

 

【護岸・岸壁の耐震化工法（例）】 

工法 特徴 断面イメージ 

地盤改良に

よる工法 

・裏埋材等の撤去 

水砕スラグ等への置

換（右図イメージ） 

・裏埋材の固化処理に

よる対策 

・基礎地盤の地盤改良 

構造物重量

増大工法 

・中詰材の置換（右図

イメージ） 

 

構造物の新

設・補強等に

よる工法 

・構造部材の新設工法 

・既設部材補強、既設

部材断面力の低減工

法（右図イメージ） 

・岸壁前面構造物新設

工法 

 

      【出典】（独）港湾空港技術研究所「港湾空港技術研究所資料NO.1145 地震による 

岸壁の被災・復旧工法・耐震補強工法」 
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②液状化対策 

液状化の対策工法には色々な種類があり、各港の制約条件、地盤条件等異なること

から、条件に適合して、総合評価（環境面、経済性、施工性等）で優れた対策工法を

選定する必要がある。液状化対策工法の代表的な事例を以下に示す。 

 

【液状化対策工法（例）】 

原　理 方　法 工　　法 特　　　徴

間隙水圧抑制・
消散

間隙水圧
消散工法

砕石パイルを造成し、水圧の上昇を抑制する
工法。透水性が低い地盤には適用が困難。

せん断変形抑制・
過剰間隙水圧遮
断

剪断変形
抑制工法

地盤の流動を抑制して変状を防止する工
法。
既設物周辺の改良に適用できる。

グラベルドレーン工法
　　　　　　　　　　　など

シートパイル締切工法
　　　　　　　　　　　　など

固結 固結工法

土にセメントや水ガラスなどの固化材を添加
して地盤を固結させる工法。周辺地盤や水
質等の環境管理が必要。
既設構造物の直下を改良できる工法もある。

飽和度低下
空気注入
工　　　法

消泡しにくいマイクロバブルを地盤に注入し
て不飽和化させることにより、液状化を防止
する工法。
適用範囲や長期的持続性が課題。

深層混合処理工法
事前混合処理工法
薬液注入工法
　　　　　　　　　など

不飽和化工法
　　　　　　　など

粒度の改良 置換工法
液状化しない材料（砕石等）若しくは
固化造粒材との置換。
液状化層が浅い場合に適用。

密度の増大 締固め工法

密度を増大して締め固める工法で、古くから
多くの実績がある。
締固めにより水平土圧が増加するので、既
設構造物の挙動に注意が必要。
施工時の振動・騒音による周辺への配慮が
必要であるが、近年は静的な工法も開発さ
れている。

粗粒砂・礫等への置換
水砕スラグ等への置換
固化処理土への置換

ＳＣＰ工法
ﾛｯﾄﾞｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ工法
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾌﾛｰﾃｰｼｮﾝ工法
　　　　　　　　　　　など
重錘落下締固め工法

 
上記については、液状化の発生そのものを防止する対策工であるが、費用等諸条件を勘案して、

液状化の発生を前提に構造的に抵抗する対策工も考えられる。 

各地方整備局の液状化相談窓口（マニュアルP62参照）では液状化対策検討の技術的支援（アド

バイス）なども行っている。 

　　　ＳＣＰ工法 薬液注入工法

 

図-参 4-1 ＳＣＰ工法       図-参 4-2 薬液注入工法 

【中国地方整備局作成】       【中国地方整備局作成】    
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③防潮堤の設置 

防潮堤の設置は、改良方法、費用、整備期間、制約条件等を勘案して、以下の手順

で検討する必要がある。 

【防潮堤の設置に係わる検討手順】 

・防護すべき施設を考慮した防護ラインの配置検討 

・平常時利用を考慮した水門・陸閘設置箇所および遠隔操作化の検討 

・地震・津波外力を考慮した防潮堤構造の検討 

・防潮堤の整備 

【蔵置貨物等の流出対策（例）】 

 

【出典】国土交通省 

【津波バリアの工法（例）】 

タイプ 設置箇所または防護対象施設 標準構造 

ガードケー

ブルタイプ 

捕捉対象：押し波時における漁船、コ

ンテナや木材等。 引き波時

における車両等。 

設置箇所：港内と陸との境となる岸壁。

単柱タイプ 捕捉対象：漁船、コンテナ、車両等の

大きめの漂流物 

設置箇所：港内と陸との境となる岸壁。

ガードレー

ルタイプ 

捕捉対象：車両等。 

設置箇所：駐車場等の周囲等。 

【出典】高潮・バリアー研究所ホームページ

〈http://www.coastal-barrier.jp/lineup/lineup-a2.html〉 
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      【倉庫・上屋等の嵩上げによる対策（例）】 

 

                 【出典】国土交通省 

 

(2)ソフト対策 

事前に実施すべきソフト対策（設備・機器等の整備を含む）の例を以下に示す。 

 

【事前に実施すべきソフト対策（例）】 

●緊急対応に係る行動指針の作成・周知 

●防災訓練、防災教育等による意識啓発 

 （情報伝達訓練、退避訓練等） 

●船舶や港湾就労者、来訪者等への避難に係る情報提供システムの強化・多重化 

（GPS波浪計やJ-ALERTとの連動等） 

●避難施設の確保（避難タワー、避難施設指定等）※ハード整備も伴う。 

●避難ルート指定・強化 

●水門・陸閘操作の遠隔化（避難時間の確保） 
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2 事後対策 

地震・津波による被害がハード対策のみでは防護できない場合を想定して、発災直後に実施

すべきハードの点検・応急復旧の緊急対応に係るハード対策に関する事項を整理する。 

また、発災直後に実施すべき点検・応急復旧に係る体制づくりを含むソフト対策に関する事

項を整理する。 

 

(1)ハード対策 

①施設点検 

陸域施設：岸壁・ヤード・エプロン、臨港道路等の液状化、陥没、沈下等の被災状況

を目視、ポール、巻き尺、沈下板等により点検する。 

水域施設：作業船等により、港内に落水したコンテナ等、船舶航行を阻害する障害物

をマルチビーム等により調査する。 

 

②緊急復旧 

応急復旧資機材等の調達・運搬 応急復旧資機材等を調達し、台船又は車両に

て耐震強化岸壁へ運搬する。 

がれきの除去 上屋等の建物の倒壊により発生したがれき

を、ブルドーザー等の重機にて除去する。 

敷鉄板の設置 砕石を敷均し転圧した箇所に、上から敷鉄板

を設置する。 

アスファルト舗装 岸壁エプロン等の陥没箇所にアスファルト舗

装する。 

防舷材の嵩上げ 岸壁法線の段差が発生した箇所に、台座によ

り防舷材を嵩上げする。 

コンクリートの仮スロープの設置 岸壁の段差発生箇所に仮スロープを設置し、

岸壁とヤードの動線を確保する。 

土のう設置 岸壁等が沈下した箇所に、越波による被害拡

大を防ぐために土のうを設置する。 

水域啓開 作業船等により、港内に落水したコンテナ等

船舶航行を阻害する障害物の除去、木材等の

浮遊物の封じ込め等を実施する。 

なお、水域作業の前後には深浅測量等が必要

である。 
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【出典】国土交通省「港湾における初動対応」 

 

③施設の応急復旧 

○荷役機械、岸壁・エプロン・上屋の応急復旧 

○水域の応急復旧（航路・泊地啓開） 

○港湾道路の応急復旧 

○電気設備の応急復旧 
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(2)ソフト対策 

①緊急対応（参集～点検～応急復旧～緊急輸送開始のオペレーション） 

第1段階：体制の点検等 

↓ ・参集・体制設置・安否確認 

第2段階：調査点検、情報収集・共有等 

↓ 
・港湾施設の点検 

・関係者間の情報共有化 

第3段階：応急復旧 

↓ 
・補修資機材の確保 

・応急復旧 

第4段階：緊急輸送開始 

 

②関係機関への情報共有・役割分担 

調整事項 
関係機関との調整 

（事前に実施） 

情報共有・役割分担 

（事前調整に基づき発災直後に実施）

○主体毎の業務体制の確

保 

○連絡網・手段の申し合

わせ 

○主体毎の発災直後の体

制確保 

○人員確保、ライフライ

ン復旧、機器類調達、

復旧工事協定等 

○情報伝達体制の確立 

○情報通信手段の確保 

○共有化を図る情報 

○緊急物資受入に向けた関係者の役

割分担と活動手順 

○緊急物資の受入体制の確保 

等

○公共施設の調査・点検の

役割分担 

 （荷役機械、岸壁、航路・

泊地、港湾道路等） 

○岸壁、航路等に関する

協定等 

○発災時における港湾施設点検体制

の確保 

○施設点検に関する活動手順 

等

○公共施設の復旧作業の

役割分担 

 （荷役機械、岸壁、航路・

泊地啓開、臨港道路等）

○事前申し合わせ、協定

等 

○岸壁被災時の復旧計画作成 

○施設の応急復旧のための資機材調

達 

○航路啓開に向けた関係者の役割分

担と活動手順（養殖筏・漁具の移

動・撤去、漂流物の撤去） 

○漂流物等により航路閉塞した場合

の廃棄物の扱い 

○工事関係者との調整（埋立浚渫協会

等） 

等
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調整事項 
関係機関との調整 

（事前に実施） 

情報共有・役割分担 

（事前調整に基づき発災直後に実施）

○使用可能施設の減少に

伴う岸壁等の利用調整 

○事前想定・調整 

○連絡調整体制・手段の

確保等 

○大規模災害時における協議会の発

足 

○岸壁の利用調整 

等

○早期復旧のための被害

の軽減、復旧作業の短

縮化 

○機械・施設の耐震化、

液状化対策、防水対策

等 

○漁網撤去等漁協と申し

合わせ 

○災害時における相互応援態勢 

○災害時における情報交換 

 

 

等

【中国地方整備局作成】 
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【コラム】津波の高さについて 

 

     【津波の高さ】が何を表しているかについては、その目的や状況、予測か実測か、発表

主体などによって様々である。特に、津波予測から対応策を検討する場合、その【高さ】

が何を表しているか、明確にしないと、間違った対応を取ることにもなる。  

  

 
図【コラム】津波の高さ 

【中国地方整備局作成】 

 

津波高さ ： 中央防災会議（内閣府）発表の津波高さは、年間最高潮位の時に津波が来た

ものとして計算し、沿岸に到達したときの水面の高さを、東京湾平均海面

（T.P.）からの高さで表している。 

津波の高さ： 気象庁が発表する到達した津波の高さ。 

津波がない場合の到達時刻の潮位（平常潮位）から、津波によって海面が上

昇したその高さの差を表す。 

浸水深  ： 水位から地盤高を引いたものを浸水深と呼ぶ。 

          陸上部では、浸水深を痕跡等により津波高さと呼ばれることもある。 

          一般に、ハザードマップ等で表されているのは浸水深である。 

遡上高 ：  海岸から内陸へ津波がかけ上がる高さを遡上高と呼んでいる。 

東北震災では、山腹の津波が届いた痕跡を津波高と呼んでいた事例もある。 

遡上高は、条件によっては津波高さの４倍程度までになることもある。 
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【コラム】施設背後の津波による浸水に関する用語解説 

 

①断層パラメータ 

断層の大きさは断層面積、食違い量で表され、断層面を長方形で近似する場合は、断層面積を断

層面の長さ（L）と幅（W）で表すことができる。このように断層の位置や大きさ等を表す量を断

層パラメータといい、断層の静的な状態を表す量を静的断層パラメータという。 

津波シミュレーションにおいては、静的断層パラメータを設定することで Mansinha and Smylie

（1971）の方法や Okada（1985）、Okada（1992）の方法等により地殻変動量を算定することが

できる。また、その鉛直変化量が津波の初期海面水位変動量と等しいものとして初期水位の空間分

布を設定することができる。静的断層パラメータから算出される地殻変動量は、断層運動の時間的

変化を考慮しないため、地震発生時に最大の地殻変動量が算定される。 

一方、断層の立ち上がり時間（ライズタイム）や破壊の伝播速度を表すパラメータは、動的断層

パラメータといわれ、断層運動を時系列的に変化させる場合に用いられる（例えば、南海トラフの

巨大地震モデル）。 

過去の地震の断層パラメータは、「日本の地震断層パラメーター・ハンドブック（鹿島出版会，

1989.）」等に整理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図①-1 断層パラメータの定義 

【出典】日本の地震断層パラメーター・ハンドブック，鹿島出版会，1989. 

N、E：断層面基準点の緯度・経度、θ：断層面の走行角、δ：断層面の傾斜角、λ：食い違い

方向角、L：断層面の長さ、Ｗ：断層面の幅、h：断層面の深さ、U：食い違い量、 Ud：面上の

縦ずれ成分、Us：面上の横ずれ成分 
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   断層パラメータをもとに算定される地殻変動量は、1つの波源モデルにつき1つの変動量の

分布である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図①-2 初期水位分布の例 

【出典】内閣府「南海トラフの巨大地震」公表資料 

 

 

②線形・非線形長波理論 

 津波の波長は水深よりも長いことから、長波として取り扱うことができる。津波を取り扱う

理論としては、線形長波理論と非線形長波理論、分散波理論などに分けられる。線形長波理論

は、波高と水深の比が小さい場合に適用され、非線形長波理論は波高と水深の比が小さくない

場合に適用される。すなわち、浅い海域で波の峰と谷の水面形が上下非対称となる場合や前傾

化する場合など水深の影響を大きく受ける場合に適用される。 


